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９ 申請期間 

公告の日から令和 8年 11月 17 日(火)まで 

 

10 入札日 

(1) 入札日時 

令和 8年 12 月 3 日(木) 午前 9時 

(2) 入札及び開札場所 

木城町役場 ３階大会議室 

 

11 この入札は、入札参加資格を認めた者が 1者であった場合も、入札参加者が 1者であった場合も

入札を中止しない。 

 

12 この入札の参加申請において提出された申請書等は、返却しない。また、申請書等について提出

期限後の差し替え、訂正等は認めない。 

 

13 申請書等に虚偽の記載をしたことが判明した場合には、当該申請を無効とするとともに、指名停

止の措置を行うことがある。 

 

第２章 入札参加資格の要件 

１ 入札参加者は、次の各号に掲げる要件をすべて備えている者とする。 

(1) 木城町の指名競争入札参加資格者として登録(令和 7･8 年度)されている者であること。 

(2) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16号)第 167 条の 4の規定に該当しない者であること。 

(3) この公告の日から当該事業の入札の日までの間に、国、宮崎県及び木城町から指名停止等の措

置を受けていない者であること。 

(4) 破産法(平成 16年法律第 75号)に基づく破産手続開始の申立て、会社更生法(平成 14年法律第

154 号)に基づく会社更生手続き開始の申立て、特定債務等の調整の促進のための特定調停に関

する法律(平成 11 年法律第 158 号)に基づく特定債務等の調整に係る調停の申立て又は民事再生

法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続開始の申立てのいずれも行っていない者であるこ

と。 

(5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2 号に規定

する暴力団及び警察当局から排除要請に該当しない者であること。 

 

２ 参加事業者の要件 

(1) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を受けて 

いる者であること。 

(2) 本件に必要な工事に関し、建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第 3 条第 1 項第 2 号の規定によ

る建設業の許可を受けている者であること。 
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(3) 平成 28 年度以降に、本事業と同等規模の公益社団法人日本山岳・スポーツクライミング協会

が主催または主管する世界大会もしくは、全国大会規模のスポーツクライミング競技における事

業実績(共同企業体の構成員である場合は代表者とし、完成した事業に限る。)があり、本事業に

関する知識、能力及び資格を有していること。（施工実績添付要） 

なお、この事業の発注者には民間も含むものとする。 

(4) 本事業に関連する制度改正や情報を的確に入手し、即座に対応できる体制がとれる者であるこ

と。 

(5) 本事業の設計、全体の管理及び統轄を行う者として専任技術者を配置できる者。 

① この公告の日以前に申請者に採用され、申請時において引き続き 3ヶ月以上雇用されてい 

る者であること。 

② 本規模事業の実績のある者が望ましい。 

(6) 本事業について、一括下請け等の不適正な事業体系にて行わない者であること。 

 

第３章 入札参加の方法等 

この事業の入札に参加しようとする者は、提出期限までに条件付一般競争入札参加資格確認申請書

（様式第 1 号）、配置予定技術者名簿（別紙 2）、その他必要書類(以下「申請書等」という。)を提出

し、入札参加資格の有無について確認を受けなければならない。確認の結果、入札参加資格があると

認められた者に限り、この事業の入札に参加することができる。 

１ 申請書の配布又は提出について 

(1) 配布及び提出期限 

令和８年 10月 23 日(金)から令和８年 11月 17 日(火)まで 

(2) 配布又は提出場所 

木城町役場総務財政課財務係 

宮崎県児湯郡木城町大字高城 1227 番地 1 

TEL0983-32-4726 FAX0983-32-3440 

(3) 配布方法 

本町ホームページからのダウンロードによる。 

申請書等様式及び設計図書 

https://www.town.kijo.lg.jp/sosikikarasagasu/soumuzaiseika/13/nyusatsuanken/3611.html 

(4) 提出方法 

木城町役場総務財政課財務係に持参。 

特に認める場合を除き、郵送、FAXによる提出はできない。 

(5) 設計図書 

設計図書は、本町ホームページからダウンロードすること。設計図書に記載されている事業名

称は便宜上の記載であり、契約に係る事業名称は本公告第１章１の名称とする。 
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(6) 質疑応答 

① 事業内容について質問がある場合は、次により提出すること。 

ア 書式は任意とし、質疑事項を記載し、最右に回答が記載できるよう配慮すること。 

(例)             質疑(回答)書 

質疑者 商号 代表者 

担当者 

番号 質疑項目 質疑事項 回答 

    

イ 木城町役場総務財政課財務係へ持参又は郵送(書留郵便に限る)による。 

ウ 質疑の受付期間は、この公告の日 10 月 23 日(金)から令和８年 11 月 19 日(木)までの期間

とする。ただし、土・日・祝日を除く。 

エ 質疑に対する回答は、令和８年 11月 26 日(木)までにホームページ上で掲載する。 

 

２ 入札参加資格確認の通知 

申請書の提出のあった者のうち、資格を有しないと確認した者についてのみ令和８年 11月 19 日

(木)までに、FAXにより通知し、資格を有すると確認した者には通知しない。 

 

３ 入札方法等について 

(1) 郵便等による入札は、認めない。 

(2) 入札時刻に遅れた者は、入札に参加することができない。 

(3) 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を加

算した金額（当該金額に 1円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもっ

て落札価格とするので、入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積った契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

 

４ 入札参加方法 

(1) 入札会場には、1事業者につき 1名までが入室できるものとする。 

(2) 代理人が入札に参加する場合には別途委任状を持参することとする。 

 

５ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認を受けた後、次のいずれかに該当したときは、この事業の入札に参加できな

い。 

(1) 第 2 章に示した入札参加資格のいずれかを満たさなくなったとき 

(2) 申請書に虚偽の記載をしたことが判明したとき 

 

６ 無効の入札 

木城町財務規則(昭和 48 年規則第 3 号)第 108 条第 4 項に規定するほか、次のいずれかに該当す

る入札は無効とする。 

(1) 入札参加資格のあることを確認された者のうち入札時点において指名停止を受けている者等、
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入札参加資格のない者のした入札 

(2) 入札に関する条件に違反した入札 

(3) 同一人が同一事項についてした 2通以上の入札 

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札 

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札 

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した、又は不明な入札 

(7) 連合その他不正の行為があった入札 

 

７ 入札保証金 

免除（ただし、落札者が落札したにもかかわらず契約を締結しないときは、落札金額の 100 分の

5に相当する金額を違約金として徴収する。） 

 

８ 最低制限価格 

この入札においては、最低制限価格を設定する。 

 

９ 入札の回数 

１回 

 

10 入札の辞退 

(1) 条件付一般競争入札参加資格確認申請書（様式第 1号）を提出した者は、入札執行の完了に至

るまでは、いつでも入札を辞退することができる。ただし、入札を辞退するときは、次の各号に

より申し出なければならない。 

 ① 入札執行前にあっては、木城町長宛の入札辞退届を木城町役場総務財政課財務係へ直接持参

し、又は郵送（入札日の前日までに到着するものに限る。）すること。 

  ② 入札の執行中においては、入札辞退の旨を明記した入札書を入札執行者に直接提出するもの

とする。 

(2) 入札の辞退を理由として以後の指名等について、不利益な取り扱いを受けるものではない。 

 

11 公正な入札の確保及び入札の取り止め等について 

入札参加者に私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号)等に抵触

する行為があったと認められる場合は、入札の執行を取り止めるものとする。 

 

12 経費内訳書の提出 

有（入札書と併せて提出すること。内容は科目別までとし、細目までの内訳は契約後とする。） 

 

第４章 契約締結に関する事項 

１ 本契約は、木城町議会の議決を要するものであり、落札決定した日を含めて 7日以内に仮契約を

締結（令和 8年 12 月 7日(月) 予定）し、木城町議会の議決後本契約とするものとし、その旨別途

通知する。なお、落札決定から木城町議会の議決を得るまでの間に、次の要件に該当するものとな

ったときは、仮契約を締結しない、又は解除することがある。 
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(1) 第 2 章入札参加資格の 2の各号のいずれかの要件を満たさなくなったとき 

(2) 本町から指名停止又は指名回避等の処分を受けたとき 

(3) 国又は宮崎県から指名停止等の措置を受けたとき 

(4) 建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第 28 条第 3 項若しくは第 5 項の規定による営業停止の処

分を受けたとき 

(5) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16号)第 167 条の 4の規定に該当する者 

(6) 建築士法及び建設業法に基づき本事業の設計、全体の管理及び統轄を行う者としての配置予定

専任技術者を配置できない者 

(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3 年法律第 77 号)第 2 条第 2 号に規定

する暴力団及び警察当局から排除要請に該当したとき 

 

２ 契約の保証 

この事業の落札者は、本契約の締結に当たり、契約の保証として、契約金額の 10 分の 1 以上の

金額を保証する次の各号のいずれかを納付し、又は提出しなければならない。 

(1) 保証金(現金に限る) 

(2) 債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する金融機関又は保証事業会社の保証書 

(3) 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険による保証に係る証券 

(4) 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券 

 

３ その他 

(1) 競技施設の設計及び設営、撤去等工事の日程の遅延は認めない。  

(2) 契約金額は、原則として変更を認めない。ただし、当初の条件と異同がある場合には、発注者

と受注者の双方の協議によって定めるものとする。 


